
様式第3号(第12条関係) 

審議会等の会議の記録 

会 議 の 名 称  子ども・子育て会議 

開 催 日 時  令和４年３月１１日（金）～令和４年３月２３日（水） 

開 催 場 所  ― 

出 席 者 氏 名 

五十嵐委員、佐々木委員、齋藤委員、若見委員、金子委員、丸橋

委員、久保田委員、河村委員、柳澤委員、齋藤委員、斉藤委員、

菊入委員、佐野委員、中西委員、常木委員、澁澤委員、荻原委

員、田中委員、藤塚委員、眞下委員、徳井委員 

傍 聴 人 数  ― 

会 議 の 議 題 

１．概  要 

 （１）子ども・子育て会議について 

２．協議事項 

（１）教育・保育施設の利用定員の設定について 

３．報告事項 

（１）第2期子ども・子育て支援事業計画の実績報告等について 

会 議 資 料 の 内 容 

資料１ 子ども・子育て会議会長及び副会長の選出について 

資料２ 子ども・子育て会議の概要 

資料３ 子ども・子育て支援事業計画について 

資料４ 教育・保育施設の利用定員の設定について 

資料５ 第２期子ども・子育て支援事業計画 

（地域子ども・子育て支援事業）の実績 

資料６ 5歳児健康診査について 

資料７ 小児救急医療の充実について 

資料８ 市立幼稚園入園希望者状況 

資料９ 第２期子ども・子育て支援事業計画（本編及び概要版） 



会 議 に お け る

議 事 の 経 過

及 び 発 言 の 要 旨 

 

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、議題について各委員に

文書を送付し、すべての委員に承認を得た。また、委員からのご

意見及び事務局回答を下記に記載。 

 

 

（委員） 

「産後うつ」になってしまう母親がいる様に、周りのサポート

が受けられない方には訪問だけではない充実したサポートが必要

であることから、産後３～４カ月頃まで２４時間いつでも自宅で

サポートが受けられる体制が必要だと考える。 

 

（事務局） 

市では、出産後に周りのサポートが受けられず身体機能の回復

や育児に対する不安がある産婦を対象に、心身のケアや育児支援

及び休息の提供を行う産後ケア事業を令和元年度から実施してい

ます。今後も安心して子育てができる環境の整備を推進していき

ます。 

 

 

（委員） 

保育現場の課題・支援策を考えるポイントとして「質」が確保

されているかの発想・観点を今後も持って取り組んでいただきた

い。 

 保育に携わる者が確保されているのかどうか、確保される環境

が整っているか、現場ではどんな問題を抱えているのか、その当

事者意識を引き続きお願いしたい。 

 

（事務局） 

 本市では、市の施設のほか、民間活力による保育等の支援が拡

充しています。今後も公民が連携しながら、現場での課題等も含

め、質の向上を目指した支援を実施していきます。 

 

 

（委員） 

 就学までの早い段階で様々な問題を抱えている子どもに対し、

その問題を取り除くのに役立っている一方、その下の年齢の子ど

もに対して、どうやって問題を取り除いたら良いのかが課題であ

るため、３歳児検診を活用して行政や健康管理センター、各教

育・保育施設等が情報を共有し、対策を取っていく必要がある。 

 

（事務局） 

 乳幼児健康診査や相談の場面で、保護者の思いに寄り添いなが

ら、適切な支援につがなるよう関係機関と連携し対応していきま

す。 

 

 

 

 

 



 

（委員） 

 小さな子供を持つ親にとって小児救急はとても重要である。今

後もさらなる充実にむけて努力して欲しい。 

 

（事務局） 

 本市においても小児救急医療体制の構築は重要な取り組みであ

ると認識しており、今後も関係機関との連携を図っていきます。 

 

 

（委員） 

 休園の２園以外でもかなり園児数の少ない園があり、幼児教育

を行う意味からも更なる適正配置の検討が必要ではないか。 

 

（事務局） 

 園児数の動向や近隣の私立幼稚園や認定こども園の配置など地

域事情も十分考慮しながら、子どもたちが主体性や社会性を育め

るような集団生活や教育が可能かどうか検討しています。 

 

 

（委員） 

 利用定員の設定は施設の環境を基に決めているのか。各々の施

設で、定員を設定することは可能なのだろうか。部屋があれば良

いだけではなく、活動する空間が必要だ。 

 

（事務局） 

 市立幼稚園の利用定員は教育委員会で定めることになっていま

す。なお、１学級の幼児数は幼稚園設置基準において３５人以下

を原則とすると規定されていますが、本市は、１学級の幼児数は

３０人以内となっており、幼児一人一人の実態を丁寧にとらえ、

基本的生活習慣や言葉や絵等による表現活動を大事にするなどよ

り充実した幼児教育を行っています。 

 

 

（委員） 

 第４章は「～推進する。取り組む。努める」と書いてあること

が多かったが、第６章ほど具体的にどうすることで推進していく

のかというＨＯＷの部分が見えない。 

 

（事務局） 

 計画内では具体的な支援の方法までは掲載していませんが、計

画に基づく事業の各担当課において対応しているものとしていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 



 

（委員） 

 コロナ禍といわれる状況が２年以上続いているにもかかわら

ず、訪問してとか、交流の場を設けて当ニューノーマルに対応し

ている部分がひとつもないが「ニーズの調査」が本当に機能して

いるのか。５年という長期的な計画であるため、短期的な事業ま

では考慮できないということか。 

 

（事務局） 

 本計画の策定にあたり実施したニーズ調査は平成３１年度で、

計画を策定したのが翌令和元年度であったため、本計画内では新

型コロナウイルス感染症を踏まえた各事業の展開を考慮していま

せん。ただし、今後本計画の策定にあたり、新型コロナウイルス

感染症に関する事項については、国・県等の指針や動向を踏まえ

検討していきたいと思います。 

 

 

（委員） 

 子ども達の生活環境は社会の様々な問題に影響されやすいの

で、子育て支援だけでなく、社会全体がより良い方向に向かって

いくことを願う。 

 

（事務局） 

 引き続き、施策の基本理念「笑顔あふれ 安心して子育て で

きるまち いせさき」を目指し、推進していきます。 

 

 

（委員） 

 コロナ禍以来６度の感染拡大期を経て、２年の準備期間があっ

たにもかかわらず、いまだにタブレットが実用性をもって運用さ

れているとは言えないと感じる。 

 授業配信について、どれくらい実用化できているのか。児童本

人が元気であるにもかかわらず諸々の事情で登校できない場合

に、リモートの整備が整っていながら授業に参加できないのだと

すれば、その子の教育機会を見捨てることになってしまう。 

 反対に、例えば不登校の子供が、気の向いた時だけでも家から

授業を聞いたり学活に参加できたりすれば、学校教育に触れる

チャンスを増やすことなる。 

 リモート授業について、今後活用が進んでいくのかどうか、活

用されるのであればいつまでに全市的に準備が整うのか。また、

感染症やけがなどの理由で登校できないが、家庭で授業を受けら

れる程度に回復している場合や学級閉鎖等になった場合、感染予

防等のために自主休校する場合、不登校の状態である場合などの

場合は対応していただけるのか。 

 タブレット導入のように新しい価値を取り入れシステムを構築

していくには様々な課題があると思うが、どのような状況下に

あっても最低限の教育機会が保障され、児童生徒の不安に寄り添

う体制を整えていただきたい。 

 

 



 

（事務局） 

 コロナ禍に関わらず、児童生徒の学びの保障を視点として、1人

一台端末の有効利用、インターネットを介しての授業等の配信、

やむを得ず登校できない状況下の児童生徒への対応等、ご質問の

とおり、明確にしなければならないことは山積しています。 

 本市では、様々な課題を解決すべく検討を重ねている状況にあ

ります。児童生徒の学びを保障することはもちろん、有効に学び

を深めるための方法をモデル校において実践を重ねたり、ICTアド

バイザーを依頼し活用方法を各学校と共有したりする等、今後も

一つ一つ課題と向き合ってまいります。 

 

 

（委員） 

 コロナ禍で、ここしばらくずっと書面でのやりとりとなってい

る。他の会議ではオンラインを使うなど工夫して行っているの

で、そういうやり方も検討してもよいのではないか。 

 また、ＰＤＣＡサイクルを回していく役割が求められるこの会

議が有効的に活用されるよう、会議の行い方も含めて再度検討し

てほしい。 

 

（事務局） 

 本会議は新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２、３

年度は書面会議での実施となりました。オンライン会議について

は、新型コロナウイルス感染症の感染状況と委員の皆様のご意見

を踏まえたうえで、段階的に進めていきたいと思います。 

 また、会議の内容や進行方法についても、いただいた意見を踏

まえ、検討していきます。 

 

 


